
農産物の環境負荷低減の取組の「見える化」について

令和６年４月

みどりの食料システム戦略グループ
地球環境対策室

2024年3月1日
坂本農林水産大臣記者会見

３月１日から
開始しました！
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○ 日本の年平均気温は、100年あたり1.30℃の割合で上昇。
○ 農林水産業は気候変動の影響受けやすく、高温による品質低下などが既に発生。
○ 降雨量の増加等により、災害の激甚化の傾向。農林水産分野の被害も甚大。

 日本の年平均気温偏差の経年変化

年平均気温は長期的に上昇しており、特に1990年以降、高温となる年が頻出

年平均気温偏差
5年移動平均値
長期変化傾向

 １時間降水量50mm以上の年間発生回数

2013年～2022年の10年間の平均年間発生回数は約328回
1976年～1985年と比較し、約1.5倍に増加

白未熟粒(左)と正常粒(右)の断面

・水稲：高温による品質の低下 ・りんご：成熟期の着色不良、
着色遅延

 農産物への気候変動の影響  農業分野の被害

被災したガラスハウス
（令和元年房総半島台風）

河川氾濫によりネギ畑が冠水
（令和５年７月秋田県能代市）

温暖化による気候変動・大規模自然災害の増加
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 日本の農林水産分野のGHG排出量

＊排出量の合計値には、燃料燃焼及び農作物残渣の野焼きによるCH4・N2Oが含まれているが、
僅少であることから表記していない。このため、内訳で示された排出量の合計とガス毎の
排出量の合計値は必ずしも一致しない。

出典：国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィス「日本の温室効果ガス排出量
データ」を基に農林水産省作成

総排出量
11億3,500万t-CO2

（2022年度）

世界全体と日本の農林水産分野の温室効果ガス(GHG)の排出
○ 世界のGHG排出量は、590億トン（CO2換算）。このうち、農業･林業･その他土地利用の排出は22％
（2019年）。

○ 日本の排出量は11.35億トン。うち農林水産分野は4,790万トン、全排出量の4.2%（2022年度）。
 ＊日本全体のエネルギー起源のCO2排出量は世界比約3.2％(第5位、2019年(出典:EDMC/エネルギー経済統計要覧))

○ 日本の吸収量は5,020万トン。このうち森林4,570万トン、農地・牧草地300万トン（2022年度）。

単位：億t-CO2換算
＊「農業」には、稲作、畜産、施肥などによる排出量が含まれる
が、燃料燃焼による排出量は含まない。

出典：「IPCC 第6次評価報告書第３作業部会報告書（2022年）」
を基に農林水産省作成

人為起源の
GHG排出量
約590億t-CO2
（2019年）

世界の農林業由来のGHG排出量

農林水産分野の排出量
 4,790万t-CO2（4.2%）

（2022年度）

単位：万t-CO2換算
＊温室効果は、CO2に比べCH4で28倍、N2Oで265倍。
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新技術の提供等を行う事業者環境負荷低減に取り組む生産者

【支援措置】

生産者だけでは解決しがたい技術開発や市場拡大等、機械・資材
メーカー、支援サービス事業体、食品事業者等の取組に関する計画
（基盤確立事業実施計画）

・ 上記の計画制度に合わせて、必要な機械・施設等に対する投資促進税制、機械・資材メーカー向けの日本公庫資金を新規で措置

• 必要な設備等への資金繰り支援(農業改良資金等の償還期間の延長(10年→12年)等)

• 行政手続のワンストップ化＊ (農地転用許可手続、補助金等交付財産の目的外使用承認等)

• 有機農業の栽培管理に関する地域の取決めの促進＊

• 必要な設備等への資金繰り支援 (食品流通改善資金の特例)

• 行政手続のワンストップ化 (農地転用許可手続、補助金等交付財産の目的外使用承認)

• 病虫害抵抗性に優れた品種開発の促進 (新品種の出願料等の減免)

生産者やモデル地区の環境負荷低減を図る取組に関する計画
（環境負荷低減事業活動実施計画等）

【支援措置】

・ 生産者、事業者、消費者等の連携   ・ 技術の開発・活用 ・ 円滑な食品流通の確保 等

※環境負荷低減：土づくり、化学肥料・化学農薬の使用低減、温室効果ガスの排出量削減 等

・ 関係者の理解の増進
・ 環境負荷低減に資する調達・生産・流通・消費の促進

制度の趣旨

国が講ずべき施策

・ 国・地方公共団体の責務（施策の策定・実施）

みどりの食料システムに関する基本理念

関係者の役割の明確化

基本方針（国）

基本計画（都道府県・市町村）

みどりの食料システム法※のポイント

・ 技術開発・普及の促進
・ 環境負荷低減の取組の見える化 等

・ 生産者・事業者、消費者の努力

協議 同意

申請 認定

申請 認定

みどりの食料システムの実現 ⇒ 農林漁業・食品産業の持続的発展、食料の安定供給の確保

＊モデル地区に対する支援措置

※ 環境と調和のとれた食料システムの確立のための
  環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律

（令和４年法律第37号、令和４年７月１日施行）
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共同配送等の
物流拠点

鉄道輸送

海上輸送

航空輸送

①食料システムの関係者の理解の増進 ②技術の研究開発の促進 ③技術の普及の促進

④環境負荷の低減に資する
生産活動の促進

⑥環境負荷の低減に資する
農林水産物等の流通の合理化の促進

⑦環境負荷の低減に資する
農林水産物等の消費の促進 ⑧評価手法等の開発

 広報活動の充実  産学官連携の強化、研究者の養成等  栽培マニュアル等の情報提供や普及事業の展開

 消費者への適切な情報提供、食育の推進
 地力増進、化学肥料・化学農薬の使用

低減、温室効果ガスの削減・吸収 など

 原材料の生産等の状況に関する情報収集・提供

 脱炭素化等の定量化・評価手法
（見える化）の検討

 ICT化、モーダルシフト、集出荷拠点の集約化等

国が講ずべき施策

⑤環境負荷の低減に資する
原材料の利用の促進

○ 食料システムの関係者だけでは解決し得ない課題に対処するため、特に国が講ずべき施策の方向性を明確化。
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農産物の環境負荷低減に関する
評価・表示に関するこれまでの検討の流れ



88

温室効果ガス削減 生物多様性の保全

２０２３年度内 「見える化」ラベル開始 （ガイドライン＋ラベルデザイン確定）

○ みどりの食料システム法※  （2022年７月施行）

    国が講ずべき施策として「見える化」を位置づけ。

○ みどりの食料システム法案の附帯決議
「消費者等に分かりやすい表示・広報、環境への負荷の低

減の状況を把握する手法等について検討し、その結果に基
づき所要の措置を講ずること。」
※ 環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動

の促進等に関する法律（令和４年法律第37号）

●環境への負荷の低減の状況を把握する
手法の検討

●消費者への分かりやすい表示の実施

ラベル表示方法検討

2025年度までに生産現場での環境負荷低減の「見える化」を実証し、普及を図る

※ 「見える化」については定期的に検証を行い必要に応じて改良

対象品目の順次拡大、運用改善、普及の推進 (2023年度は畜産の追加検討)

全
体
の
方
針

○ 農林水産業・地域の活力創造プラン
（2022年６月改訂）

    生産現場での環境負荷低減の取組の「見える化」を図るた
め、2025年度までに農産物のGHG簡易算定ツールの作
成と削減量の効果的な表示等の実証を実施し、普及を図る。

○食料・農業・農村政策の新たな展開方向
    食料システム全体で環境負荷低減の取組や国民理解の醸

成に向けて、取組の「見える化」を推進（2023年６月）

取
組
の
方
向

環境負荷低減努力の「見える化」の全体方針と取組の方向性



9

（参考）「食料・農業・農村基本法の一部を改正する法律案」
（第213回国会 （令和６年 常会））（抜粋）

（環境と調和のとれた食料システムの確立）
第三条 食料システムについては、食料の供給の各段階において環境に負荷を
与える側面があることに鑑み、その負荷の低減が図られることにより、環境
との調和が図られなければならない。

（消費者の役割）
第十四条 消費者は、食料、農業及び農村に関する理解を深めるとともに、食
料の消費に際し、環境への負荷の低減に資する物その他の食料の持続的な供
給に資する物の選択に努めることによって、食料の持続的な供給に寄与しつ
つ、食料の消費生活の向上に積極的な役割を果たすものとする。

（環境への負荷の低減の促進）
第三十二条 (略)
２ 国は、環境への負荷の低減に資する農産物の流通及び消費が広く行われる
よう、これらの農産物の円滑な流通の確保、消費者への適切な情報の提供の
推進、環境への負荷低減の状況の把握及び評価の手法の開発その他必要な施
策を講ずるものとする。
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（参考）「食料・農業・農村政策の新たな展開方向」に基づく具体的な施策の内容
（令和５年12月27日 食料安定供給・農林水産業基盤強化本部）（抜粋）



農産物の環境負荷低減の取組の「見える化」 令和6年4月
農林水産省

○ みどりの食料システム戦略に基づき、消費者の選択に資する環境負荷低減の

取組の「見える化」を進めます。

○ 化学肥料・化学農薬や化石燃料の使用低減、バイオ炭の施用、水田の水管理な

どの栽培情報を用い、定量的に温室効果ガスの排出と吸収を算定し、削減への

貢献の度合いに応じ星の数で分かりやすく表示します。

○ 米については、生物多様性保全の取組の得点に応じて評価し、温室効果ガスの

削減貢献と合わせて等級表示できます。

○ 生産者・事業者に対する算定支援や販売資材の提供を引き続き実施します。

温室効果ガス削減への貢献

地域又は県の標準的栽培で
の排出量（品目別）

対象生産者の栽培方法
での排出量（品目別）

排出（農薬、肥料、燃料等）
ー吸収（バイオ炭等）

栽培情報を用い、生産時の温室効果ガス排出量を試算し、地域の慣行栽培
と比較した削減貢献率を算定。

１００％ ー                                     = 削減貢献率（％） 

★ ：削減貢献率５％以上
★★  ：削減貢献率10%以上
★★★：削減貢献率20%以上

生物多様性保全への配慮
※米に限る

★ ：取組の得点１点
★★  ：取組の得点２点
★★★：取組の得点３点以上

対象品目：23品目 米、トマト、キュウリ、ミニトマト、ナス、ほうれん草、白ネギ、
玉ねぎ、白菜、ばれいしょ、かんしょ、キャベツ、レタス、大根、にんじん、アスパラガス、
リンゴ、みかん、ぶどう、日本なし、もも、いちご、茶

※上記の商標は商標出願中です

＜取組一覧＞

化学農薬・化学肥料の
不使用

２点

化学農薬・化学肥料の
低減
（５割以上10割未満）

1点

冬期湛水 1点

中干し延期または中止 1点

江の設置等 1点

魚類の保護 1点

畦畔管理 1点

３月１日から
開始しました！

全国のべ700か所以上で販売
（令和6年3月末時点）

ビオセボンサンプラザ

店舗への印象

95％が
良い印象

N=297

56%34%

4%

良い

どちらでもない

やや良い

非常に
良い

消費者へのわかりやすい表示
（令和４年度・令和５年度 実証より）

11
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本格運用のための新たなガイドライン：

農産物の環境負荷低減に関する
評価・表示ガイドライン
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脱炭素の見える化の検討
（フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可

視化の在り方検討会）

【温室効果ガス低減技術の整理】
• 食品事業者・農林漁業者向け技術紹介資料の作成

【消費者の選択に資する見える化の検討】
• 表示内容、方法、媒体等を整理、等級表示を推奨

【簡易算定シート作成】
• 農産物の温室効果ガス簡易算定ツールの作成（米、
トマト、きゅうり）→23品目に拡大

【実証】
• 簡易算定シートを用いた産地データの算定
• 算定結果を用いた等級ラベル表示による販売実証を
通じた消費者への訴求

ガイドライン策定までの検討過程

生物多様性保全の見える化の検討
（新農林水産省生物多様性戦略検討会）
（生物多様性保全の見える化技術検討会）

【生物多様性保全の見える化の基本的方針】
• まずはコメを対象とし、生物多様性保全の取組実
施数に応じて評価するとする基本的方針を決定

【等級の設定方法の検討】
• 対象とするほ場での取組実施数を基本に点数化し、
合計点数に応じた等級とする。

【生物多様性保全の取組内容】
• 見える化で評価する取組内容の要件と記録を確定

脱炭素の取組と生物多様性保全の取組の双方を評価する、「環境負荷低減に関する評価・表示
ガイドライン」に反映

13
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ガイドラインの構成 

「脱炭素の見える化ガイド」

第２部第１部

基本的な考え方 実践にかかる内容

生物多様性保全の見える化技
術検討会の議論

○ 令和４年度まで検討した「脱炭素の見える化ガイド」と、生物多様性保全の見える化技術検討
会で検討した内容を反映して、環境負荷低減に関する評価・表示ガイドラインを策定
第１部では、見える化にあたっての基本的な考え方を整理
第２部では、見える化のための実践手順を提示
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ガイドライン第１部
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１．農林水産分野における環境負荷低減の見え
る化の背景・必要性

(1) 温室効果ガス（GHG）削減を巡る動向
(2) 生物多様性保全を巡る動向
(3) 温室効果ガス削減・生物多様性の見える化に

  ついて
(4) 意義
(5) 本ガイドラインの位置付け

２．環境負荷低減の見える化の基本的な考え方
2-1. 温室効果ガス削減の見える化の基本的な
考え方

(1) 農業分野から排出される温室効果ガス
(2) 生産者による温室効果ガス削減の取組のメ

  リット
(3) 農業生産とライフサイクルアセスメント
(4) 本ガイドラインにおける算定の範囲
(5) 代表的な温室効果ガス低減技術
(6) 見える化の流れ

2-2. 生物多様性保全の見える化の基本的な考え方
(1) 生物多様性保全の見える化の考え方
(2) 見える化の流れ

ガイドライン第１部の構成①
2-3. 等級ラベル表示

(1) ラベル表示
(2) ラベル表示（等級の確定方法 ～温室効果ガ

  ス削減～）
(3) ラベル表示（等級の確定方法 ～生物多様性

  ～）
(参考) 消費者への「見える化」の認知度向上に

  向けて

３．農産物の温室効果ガス簡易算定シートの
概要

(1) 簡易算定シートとは
(2) 簡易算定シートの算定範囲
(3) 簡易算定シートで取り扱うデータ
(4) 簡易算定シートで低減技術として採用して

  いる項目
(5) 簡易算定シートの利用の流れ
(6) 簡易算定シートの算定結果

４．サプライチェーン全体での温室効果ガス削
減の実現に向けて
（簡易算定シートの更なる活用方策）
SCOPE3算定への活用に向けて

(参考) 農産物のGHG簡易算定と事業者単位の
GHG算定の関係

16
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ガイドライン第１部の構成②
５. 水田における生物多様性保全の取組内容と
記録方法

(1) 化学農薬・化学肥料低減・不使用の取組
(2) 冬期湛水（別名：ふゆみずたんぼ）
(3) 中干し延期または中止
(4) 江の設置等（江、深溝）
(5) 魚の保護
(6) 畦畔管理

参考資料
参考1：表示に関する一般的な留意事項
参考2：温室効果ガス排出量の低減技術について
参考3：コミュニケーション：見える化の事例紹介

17
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ガイドライン第２部
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ガイドライン第２部の構成

• 趣旨：第２部は環境負荷低減の評価とラベル化までの運用に資する。

第２部
１．本ガイドラインの趣旨
 （１）ガイドラインの目的・背景
 （２）本ガイドラインを利用するメリット
 （３）用語の定義
 （４）適用の範囲
 （５）対象品目
 （６）対象取組
２．環境負荷低減の取組の評価と等級ラベル表示に
かかる原則

 （１）GHG排出量算定の基礎及び本ガイドラインに
おける原則

 （２）生物多様性保全の取組評価の基礎及び本ガイ
ドラインにおける原則

  （３）本ガイドラインにおける等級ラベル表示の原
則

３．環境負荷低減の取組の評価と等級ラベル表示の
手順

 （１）GHG排出削減の取組評価
 （２）生物多様性保全の取組評価
 （３）算定結果の農林水産省への報告
 （４）ラベル表示
 （５）付与した等級の適用とデータ保管期間
 （６）農業者等によるデータの信頼性および取組の

透明性確保
 （７）取組者へのサポート体制
４．信頼確保に向けた取組
 （１）情報の検証及び改善指導 
 （２）不当表示に対する対処 
別記１ ラベルデザイン使用ルール
別記２ 農産物の環境負荷低減に関するラベル表示

運用ガイドライン・プライバシーポリシー
（参考資料）

※各生産現場での「見える化」にあたって利用しやすいよう、第２部は「３．環境負荷低減の取組の評価と等級ラベル表示の
手順」を参照するのみで、農業者等が行う具体的手順が分かるよう構成している。
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見える化のフローチャート
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環境負荷低減の評価 ①
○ 温室効果ガス削減の取組評価

簡易算定シートを利用し、電力・燃料や原材料等の使用量を始めとした「活動量」とIDEA を始め
としたデータベースや実際の削減データに基づいた「温室効果ガス排出原単位」を掛け合わせるこ
とによりGHG排出量を算定。算定したGHG排出量と当該地域における標準排出量、すなわち地域
の慣行的な栽培に基づく一年間のGHG総排出量と比較して削減貢献率を算定。

○ 生物多様性保全の取組評価
生物多様性保全の効果は定量評価の手法が確立していないことから、本ガイドラインでは、農産

物の生産ほ場における保全の取組の実施数に応じて評価することとする。また、生物多様性保全は
環境負荷低減の見える化における温室効果ガス削減の追加指標とし、温室効果ガス削減で１つ星以
上の評価が行われたものに対して、温室効果ガス削減と合わせて表示することとする。

○ 他の環境保全機能とのトレードオフ
  例えば、GHG削減のために中干し期間の延長を行ったことにより、当該地域の生物の保全に悪影
響が起きる場合もあり、そうした可能性が確認された場合は、江の設置等、生物の保全のための取
組も合わせて行うなど、気候変動以外の環境要素にも留意することを推奨。
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廃棄消費

国産原材料（農産物等）

食品製造
加工・包装

流通
販売

輸入原材料（農産物等）
諸外国の原単位DB

（データがなければ、国産原材料の原単位を代用）

肥料

農薬

資材

ほ場整備
↓

苗床準備
↓

播種
↓

ほ場整備
↓

定植
↓

栽培管理
↓

収穫

炊飯

乾燥
↓

調製
↓

計量
↓

保管
↓

包装

焼却

埋立

輸送 販売

原材料加工
↓

計量
↓

製造
↓

保管
↓

包装

原材料（数値がなければDB上の原単位（平均値）を使用）

電気

燃料

中干し期間
の延長

バイオ炭施用

廃棄物

栽培

加工・包装

精米

燃料 電気

廃棄物

燃料

電気

燃料

資材

調製・出荷

作物残渣

【農産物の生産段階(（例：米）】

努力を反映
した数値

「農産物の温室効果ガス簡易算定シート」の算定範囲

農水省見える化事業により、生産段階の
・計算の簡素化（簡易算定シートの作成）
・中干しや炭素貯留等の努力や工夫を反映。

資材等

電気

活動量
（電気、原材料等
の使用量）

×
GHG原単位

①原単位DB
②実際の削減データ

玄米

〇 簡易算定シートは、農産物の生産段階を算定範囲としている。
〇 製品の原材料調達から廃棄に至る全ての段階（ライフサイクル）で評価する場合は、このほかに、食品製造、流
通、消費、廃棄・リサイクルの全工程から排出される温室効果ガス排出量を算定する必要。

秋耕の取組

簡易算定シートの算定範囲（コメ）
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選択項目 主な実施対象 効果

1 水稲栽培における中干し期間延長
・間断灌漑 コメ 水田からのメタン排出量の低減

2 秋耕 コメ 水田からのメタン排出量の低減

3 堆肥 農業全般 連用による土壌炭素貯留効果
（CO2見える化サイト参照）

4 バイオ炭の農地施用 農業全般 土壌炭素貯留効果
（J-クレジット制度方法論参照）

5 (残渣）すきこみ 農業全般 土壌炭素貯留効果
（CO2見える化サイト参照）

6 緑肥（カバークロップ） 農業全般 土壌炭素貯留効果
（CO2見える化サイト参照）

7 茶園土壌への硝化抑制剤入り化学肥
料による土壌N2O排出の削減 茶 窒素肥料由来のN2O排出量の低減

（日本国GHGインベントリ報告書参照）

〇 簡易算定シートでは、温室効果ガス排出／吸収について、以下の生産者の脱炭素化アクションの効果を反映可能。

温室効果ガス低減技術
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〇 農作物の種類、栽培都道府県等の基本情報、水田の水管理や土壌へのバイオ炭施用等の情報を入力。
〇 生産時の資材（農薬・肥料等）投入量、燃料・電力使用量を入力。
〇 入力データが不明な場合は標準値データで代用可能。

基本情報

10.0 a
600 kg

作物物残さの取扱い

水田の湛水方式（品名が米の場合のみの選択項目です）

土壌への炭素貯留の取り組み

1,000.0

緑肥の使用
緑肥の種類

水田の秋耕の取組

あり

秋耕の取組 なし

投入なし

バイオ炭の種類

中干し延長 中干し延長あり

バイオ炭施用量（年間） kg/10a

品名 米
新潟県

間断灌漑

すき込み

生産地（都道府県）
栽培延べ面積
収穫量（年間）

湛水方式

作物残さの取扱い方法

バイオ炭の施用
竹炭

（参考）農産物の温室効果ガス簡易算定シート：入力項目
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入力したデータに基づくGHG排出量（農地10aあたり） 標準値（農地10aあたり）

10aあたりGHG排出量 割合 1509.47 kg-CO2e/10a 割合
農薬 2.7% 30.6 kg-CO2e/10a 2.0%
肥料 5.6% 63.1 kg-CO2e/10a 4.2%

プラスチック資材 0.1% 1.0 kg-CO2e/10a 0.1%
燃料・電力 9.9% 111.5 kg-CO2e/10a 7.3%
土壌N2O 1.9% 21.1 kg-CO2e/10a 1.4%
水田CH4* 79.9% 1290.5 kg-CO2e/10a 85.0%
残渣焼却 0.0% 0.0 kg-CO2e/10a 0.0%

土壌への炭素貯留（マイナス分）* -27.4% -8.4 kg-CO2e/10a -0.6%

kg-CO2e/10a

0.0

820.95
30.6

kg-CO2e/10a

-309.8 kg-CO2e/10a

kg-CO2e/10a

63.1
1.0

111.5
21.1

903.4

kg-CO2e/10a
kg-CO2e/10a
kg-CO2e/10a
kg-CO2e/10a

kg-CO2e/10a

31

31

63

63

1

1

112

112

21

21

903

1,291

-310

-8

-500.0 0.0 500.0 1000.0 1500.0 2000.0

農薬 肥料 プラスチック資材 燃料・電力 土壌N2O 水田CH4* 残渣焼却 土壌への炭素貯留（マイナス分）*

標準値

入力データ

kg-CO2e

〇 GHG排出量の絶対値が算定可能。
〇 GHG排出量の由来ごとに定量的に把握可能。
〇 農地面積10 aあたり排出量と収穫農産物重量10 kgあたりの排出量の両方で評価可能。

排出量吸収量

（参考）農産物の温室効果ガス簡易算定シート：出力イメージ
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〇 生産者の削減努力を反映するため、品目ごとに生産者が個別に算定した温室効果ガス排出量と標準値
（標準的な栽培方法を想定した場合の排出量）を比較し、標準値からの削減への貢献率を計算。

〇 計算した削減への貢献率を、各等級の閾値と比較し、閾値より高い場合には等級を付与。

※ は標準値と比較した削減貢献量
※ 上記は一定の仮定の下での試算であり、実際の算定結果は入力値と標準値により変動する。

等級確定のイメージ（米の場合）

   （対象とする農産物の排出量）
地域慣行と比較した削減貢献率＝｛１ ー  ｝× 100

      （当該地域・品目の標準排出量）

17.9

22.5

24.9

0 5 10 15 20 25 30

中干し期間の延長

秋耕の実施

標準排出量

（農産物10kgあたり）

低
減
技
術

[kg-CO2e/製品10kg]

★付与

★★★付与

★★★閾値
（削減率20％）

★★閾値
（削減率10％）

★閾値
（削減率5％）

削減

削減

等級の確定方法 ～温室効果ガス削減～
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〇 温室効果ガス削減への貢献の算定・等級表示を行った米について、追加的指標として表示。
○ 対象とするほ場での取組実施数を基本に得点化し、得点に応じた等級を付与。

評価例

得点 なし １ ２ ３以上

等級 - ★ ★★ ★★★

見える化の評価

対象取組 得点

化学農薬・化学肥料の
不使用 ２

化学農薬・化学肥料の
５割以上10割未満低減 １

冬期湛水 １

中干し延期または中止 １

江の設置等 １

魚の保護 １

畦畔管理 １

評価対象の取組

冬期湛水のみ ★
１点

化学農薬・化学肥料の５割低減 ★
１点

魚の保護（魚道の設置）＋畦畔管
理

★★
２点

有機農業（化学農薬・化学肥料の
不使用＋畦畔管理）

★★★
３点

化学農薬・化学肥料の５割低減
＋江の設置

★★
２点

化学農薬・化学肥料の５割低減
＋畦畔管理＋冬期湛水 

★★★
３点

等級の確定方法 ～生物多様性保全～
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出典：有機栽培水田（宮城県大崎耕土にてPwCが撮影）

(1) 化学農薬・化学肥料低減・不使用の取組

出典（左）：新潟県佐渡市「朱鷺と暮らす郷づくり認証制度 -認証基準」
出典（右）；宮城県大崎市 蕪栗沼（本調査時の受領資料より）

(2) 冬期湛水（別名：ふゆみずたんぼ）

出典：栃木県 「エコ農業とちぎカタログ」

(3) 中干し延期または中止

出典：新潟県佐渡市「朱鷺と暮らす郷づくり認証制度 -認証基準」

(4) 江の設置等（江、深溝）による湛水場所の確保

（参考）生物多様性保全評価対象 取組イメージ

出典：滋賀県「魚のゆりかご水田プロジェクト - 2. 湖岸と水田と魚の関係
の移り変わり」

(5) 魚の保護

出典：京丹後市「6
月3日 田んぼの草刈
りは大切です」

(6) 畦畔管理
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○ 栽培管理計画等に基づく算定とその検証
実際の農産物生産においては、算定から表示までの手続きに一定の時間を要することから、
栽培管理計画等に基づき、収穫終了前の情報で算定と表示を行うことも可能とする。この場
合、収穫終了後の実績値を用いた検証を含む、ガイドライン上で示す一定の手順を踏む。

○ 地域の取組として認める範囲・複数起源のブレンド
個々の農産物について環境負荷低減の表示を行うこととし、評価の対象は当該農産物を生産
するほ場における取組とする。
異なる評価の農産物を合わせて出荷する場合は、最も低い評価を表示することが可能。
温室効果ガス削減の取組については、 ① 基準順守方式・サンプル抽出方式・積み上げ方式
のいずれかに基づく地域の取組、②標準排出量が同一の地域起源の製品ブレンド、のいずれ
かの方法による表示も可能。

○ 付与した等級の適用とデータ保管期間
等級は一年間の生産活動による環境負荷に基づき付与され、上記の場合を除き、原則として
前作の収穫終了後から当該作の収穫終了までの一年間に生産された製品に対して適用する。
入力済みの簡易算定シート及び入力データの根拠となる情報は３年間保存することとする。

環境負荷低減の評価 ②
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等級ラベル表示 ①

○ 新たな環境負荷低減の取組の「見える化」等級ラベルデザイン

① 温室効果ガス削減

② 温室効果ガス削減＋生物多様性保全

等級の基準
○ 温室効果ガス削減の取組

地域の慣行的な栽培と比較した温
室効果ガス排出量の削減率を算定し、
閾値と比較して等級を確定:
削減率 5～10％未満で★
削減率10～20％未満で★★
削減率20％以上で★★★

○ 生物多様性保全の取組
化学農薬・化学肥料の低減や冬期

湛水（※）等の取組の実施程度や実
施数を点数換算し、等級を確定:
１点で★
２点で★★
３点で★★★

（※）刈り取り後の冬期に水田に湛水し
水鳥の生息地とする等の取組

※ 上記の商標は商標出願中です。



31

等級ラベル表示 ②
○ 運用は自己宣言表示

農産物の環境負荷低減の等級ラベル表示の運用は、取組の裾野を広げる観点から、第三者によ
る判定や検証を必要としない自己宣言表示としている。
（自己宣言表示は、ISO14021タイプⅡ環境ラベル表示としてルール化されており、環境省「環
境表示ガイドライン」に要件が整理されている。）

○ 等級ラベルの保護
等級ラベルは商標登録を行い、紛らわしいラベルなどを排除して保護。

○ 等級ラベル表示の特性と留意点
等級ラベル表示は、環境側面のうち気候変動と生物多様性のみを考慮しており、製品の総合的
な環境優位性を示したものではない。また、GHG削減の等級ラベルは地域ごとの慣行に対して生
産者の取組を評価したものであり、製品間の厳密な比較を示すためのものではない。

○ ラベル表示可能な場所
商品：農産物（本体）、パッケージ等
店頭：値札、ポスター、POP、屋外用のぼり旗、メニュー等
その他：ホームページ、チラシ等
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等級ラベル表示 ③

○ 外食等で販売・提供される調理食品についても使用可能
分類 農産物/主原料 販売例 ラベルの使用

生鮮食品 コメ・野菜・果実 生鮮食品としてそのまま販売 使用可

加工食品 コメ おにぎりや米菓等への使用 対象となる主な原材料名を明示す
る等、誤認を与えないようにする

野菜 ミックスサラダ、野菜スープ等への使
用

果実 ジュース、ジャム等への使用

例：「このサラダに使用され
ているレタスは温室効果ガス
削減の取組により栽培された
ものです。」

○ ラベル表示に併記可能な情報
農林水産省が発行した登録番号（後述）や、これまでの取得年数、具体的な取組等をラベルに併記す
ることが可能。また、ラベルの一部が欠ける等がなければ、異なるロゴ等を近傍又は周辺に配置する
ことは妨げない。

バイオ炭の農地施用などによ
り温室効果ガスの削減に貢献

３年連続一つ★取得

（イメージ）

コウノトリの保全のため
冬期湛水に取り組んでいます

※ 上記の商標は商標出願中です。
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算定結果の農林水産省への報告と開示

○ 算定結果の農林水産省への報告と開示
• ラベル表示する場合には、農業者等は各種情報を農林水産省まで報告する。
• 農林水産省は、ラベル表示とその算定根拠とのトレーサビリティ確保の観点から、登録番号を付

与し、ホームページで開示する。

【ラベル表示のための報告】

＜必要な情報＞

1. 算定結果 （簡易算定シート）

2. 農業者の氏名及び住所

団体にあっては、団体の名称、代表
者名又は担当部署名及び所在地

3. 品目名及び栽培面積

4. 収穫量

【管理】

算定結果に登録
番号を付与

農業者等
農林水産省

報告

番号付与

【開示】

1. 登録番号・作物を農林水産省の
ホームページで公表

（希望する場合のみ、農業者／団
体の名称を公表）

2. 情報発信のため、必要に応じて全
国や地域単位等で集計したデータ
を公表
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信頼性確保に向けた取組

○ 取組者へのサポート体制
• 農林水産省は本ガイドラインや「簡易算定シート」、「簡易操作マニュアル」の改定や充実等により算

定やラベル表示等を行う取組者を支援する。
• 不明点があれば、地方農政局など地域の拠点等に連絡頂き、サポートを実施する。

○ 情報開示・改善指導
• 農林水産省は、報告された情報に疑義がある場合、農業者等に対し算定結果の根拠となったデータの提

供を求め、提供されたデータを検証した結果、等級ラベル表示に不備等があれば、所要の改善指導を行
う。

○ 是正措置
• 改善指導に従わないなど不正が疑われる場合等には、消費者庁と連携し、景表法違反による措置命令等

により対処する。
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イトーヨーカドー（東京ほか）:スーパー
・首都圏を中心に全国展開する大手スーパー。
関東６店舗でラベル表示。

・小売事業者側から取引のある生産者に積極
的に働きかけ。

・事業者自ら、店舗やHP、SNSにおいて発信。

マックスバリュ（愛知）:スーパー

令和６年３月号
「メトロポリターナ」

東京メトロの駅で
フリーペーパーの
配布

「見える化」ラベルの表示事例
サンプラザ（大阪）:スーパー

・地域の産品を多く取り扱う大阪の地域密着
型スーパー。大阪府内等の全36店舗で表示。

・小売事業者側から取引のある生産者に積極
的に働きかけ。

・外食事業者側から契約生産者（北海道、
秋田、福島、茨城、栃木の11生産者）
に働きかけて、HPや店頭でのポスター掲示
によるラベル表示が実現。

・東京、千葉、神奈川、
埼玉の店舗で実施
（農林水産省店でも
実施）。

・全国展開する大手スーパー。愛知県の２店舗
でラベル表示。

・愛知のなす生産者が積極的に見える化に取り
組み、その他小売店でも表示。

・広島県で初めてみどり認定を受けた、
池田眞治さんが生産したお米を販売。

・温室効果ガス削減への貢献に加えて、
生物多様性にも配慮した米づくりに取
り組み、両方で星を取得。

おむすび権米衛（東京ほか）:外食 びんご府中（広島）:道の駅

※上記の商標は商標出願中です

中谷農事組合（兵庫）
:ECサイト

・兵庫県から「コウノトリ舞い降りる
田んぼ」に認定されるなど、従来か
ら環境配慮に取り組む。

・HPにて「見える化」の紹介コラムも
作成。
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（参考）見える化実証事業の概要
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実
証
販
売

農水省HPに販売先を掲載

栽培データの
入力・提供

結果の
受領

資材の受取
・貼付

必要事項の
案内

算定
支援

資材の
送付

（星がついた場合）
ラベル表示での実証

を検討
実証参加
の申出

生産者

農水省農水省 農水省

生産者
小売事業者

生産者
小売事業者

生産者
小売事業者

指定様式等を
１週間以内に

連絡
入力値の確認
算定結果確定

ラベルシール・ポップ等資
材のサイズ・必要枚数
等を農水省に連絡

ラベル貼付
ポップの掲示 等

＜使用する栽培データ>
※入手不可のデータについては標準値の使用が可能

○収穫量、収穫面積
○生産残渣の取扱（すき込みか焼却か）
○(水田のみ）中干しの状況、秋耕
○バイオ炭（種類と施用量）
○緑肥の種類
○農薬、肥料、堆肥：使用量
○燃料・電力：消費量 等

「みどりの食料システム
戦略推進交付金」のうち
「グリーンな栽培体系へ
の転換サポート」の活用
もご検討ください

農水省「見える化」ホームページ

生産者
小売事業者

お問合せ先や指定様式、
最新の実証販売状況を
掲載してます

「見える化」実証の流れ
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メディアへの露出

〇 令和４年度に３品目で実証を開始し、令和５年度には対象品目を23品目に拡大。
〇 実証開始以降、実証参加者は着実に増加 (累計789箇所・114名・団体令和６年３月末時点) 。
〇 取組が外食、加工品等の多様な業態にも広がりつつあるだけでなく、メディアの関心も高まった。

対象品目：コメ、トマト、キュウリ、ミニトマト、ナス、ほうれん草、白ネギ、玉ねぎ、白菜、ばれいしょ、かんしょ、キャベツ、レタス、大根、にんじん、
 アスパラガス、リンゴ、みかん、ぶどう、日本なし、もも、いちご、茶 （赤字は令和５年度より対象となった品目）

・令和５年５月10日 日本経済新聞 「食品のCO2削減 見える化」
・令和５年６月26日 朝日新聞デジタル 「脱炭素をコメの付加価値に」
・令和５年９月14日 NHK福井放送局 「JA越前たけふ生産のコメ

温室効果ガス削減で最高評価に」
・令和５年11月１日 テレビ東京「WBS（ワールドビジネスサテライト）」
・令和５年12月１日 産経新聞「「知っ得ニュース記事#サステナアクション」」
・令和５年12月10日 東京メトロ フリーペーパー「メトロポリターナ12月号」

ほか

メディアへの掲載

令和４年度・令和５年度の「見える化」実証の状況

1箇所

北海道

北陸

16箇所
16箇所

東北

341箇所

関東

九州・沖縄

155箇所

43箇所

東海

21箇所

オンライン・宅配

近畿

129箇所

中国・四国

66箇所

販売先の状況
全国累計114者

789箇所※

※令和6年3月末時点

生産者の参加状況

※令和6年3月末時点
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〇 幅広い店舗展開や販売網を生かし、「見える化」が消費者の目に触れる機会を拡大した好事例。

モスバーガー（広島）：外食
・有機物主体の肥料の活用と減農薬栽培を行うレタス生産者
（（株）鈴生）からモスバーガーに働きかけがあり、実証が実現。

・広島県内全店舗（32店舗）で「見える化」レタスを使用した商
品を販売。（令和５年10月23日時点）

おむすび権米衛（東京ほか）：外食
・外食事業者側から契約生産者（秋田、福島、茨城、栃木の
７生産者）に働きかけて実証が実現。

・東京、千葉、神奈川、埼玉の計23店舗で実証を実施（農林
水産省店でも９月より実証開始）。

「見える化」の広がり（事例）

ミツハシライス（神奈川ほか）：米穀類卸売業
・契約生産者の栽培情報を入手して「見える化」に取り組み、外食、
生活雑貨店、小売店で販売。

■食品・生活雑貨専門店
（AKOMEYA TOKYO）

■定食屋
（GOHANYA‘GOHAN）
みなとみらい店において「見える化」の
お米を提供。NEWoMan新宿等において「見える化」

のお米を販売。

ワタミグループ（全国）：居酒屋
・全国展開する居酒屋230店舗において、自社グループ農場で有機
農業で栽培した、かんしょを使用したメニューの実証販売を実施。

【使用メニュー一例】
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〇 事業者自らによるSNSの活用や売り場の工夫を通じ、消費者に対して印象的な「見える化」の訴求を行った好事例。

東武ストア（東京ほか）：スーパー ビオセボン（東京ほか）：スーパー
・首都圏を中心に店舗展開する大手スーパー。東京、埼玉、千
葉の計11店舗で実証を実施。

・事業者自ら、店舗やSNSにおいて「見える化」の訴求を工夫。

・東京・神奈川の店舗と全国発送のオンラインス
トアを展開する、フランス発のオーガニック・スー
パーマーケット。

・事業者自ら、SNSにおいて「見える化」やみどり
の食料システム戦略について発信。

【SNS（X）での訴求】【東武ストア勝どき店の販売状況】

イトーヨーカドー（東京ほか）：スーパー
・首都圏を中心に全国展開する大手スーパー。
東京都内６店舗で実証を実施。

【SNS（Instagram）での訴求】

・東京都内の生産者は、これまでの
実証で初の事例。

・事業者自ら、店舗やSNSにおいて
「見える化」を発信。

【SNS（X）での訴求】

「見える化」の広がり（事例）
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〇 事業者が主導して、多品目でラベル表示を行い、消費者に対して継続的に「見える化」の訴求を行った好事例。

イオン九州（福岡ほか）：スーパー サンプラザ（大阪）：スーパー
・九州地方の系列スーパーマーケット64店舗でトマト、ミニトマト、
かんしょの実証販売を実施。

・事業者自らがPOPを作成し、消費者に「見える化」をわかりやすく
訴求。

・地域の産品を多く取り扱う大阪の地域密着型スーパー。
・小売事業者側から取引のある生産者に積極的に働きかけ。
・大阪府、奈良県の全36店舗でコメ、トマト、キュウリ、玉ねぎ、み
かん、大根、かんしょの幅広い品目について、実証を実施。

【販売の状況】

青果売り場の最も目立つスペースに
見える化商材を配置

【販売の状況】

「見える化」の広がり（事例）
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地域の声
・ 12年前から特別栽培米をやってきて見える化する事でやっと報わ
れた。環境にも人にもやさしいと胸を張れる。（生産者）

・ 消費者の方々に星のシールが貼られた米を実際に手に取ってもらい、
農家も環境に配慮している事を理解いただき応援してもらいたい。
（生産者）

・ よい取組であり、機会があればまた買いたい。（消費者）

〇 地方自治体、地方農政局が地域の関係者と効果的に連携し、「見える化」を盛り上げた好事例。

JA越前たけふ（福井）：生産者団体 東海学院大学（岐阜）：教育機関
・福井県越前市、JA越前たけふ、県民生協、市社協との４者で
「地域一体型 食と農の温室効果ガス削減運動に関する連携協
定」を締結。

・運動の一環として「コウノトリ呼び戻す農法米」を「見える化」のコ
メとして販売。

・東海農政局から働きかけを行い、実証が実現。
・大学の試験ほ場にて、学内で発生した食品残渣を堆肥として活
用し、農薬・肥料の使用量を抑えた栽培を実施。

・生産したにんじん、かんしょ、白菜、大根について「見える化」に取り
組み、キッチンカーや地元ホテルでのイベント等で販売。

丹波市学校給食（兵庫）：地方自治体
・12月8日の「有機給食の日」にあわせ、
丹波市内すべての小中学校の給食で
「見える化」のコメを提供。

・学校給食に「見える化」の食材が使用さ
れたのは初の事例。

「見える化」の広がり（事例）

【児童向けのチラシ】
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〇 意欲ある生産者自らの働きかけにより、「見える化」の認知・露出や新たな業態での取扱いが拡大した好事例。

SARA（岡山）：生産者
・従前より木質バイオマス発電所を併設した循環型の施設運営に取
り組む農園。発電所からの蒸気・電気・燃焼ガスを活用して大規
模にミニトマトを生産（年間出荷量 1,600㌧見込み）。

グリーンファーム沖美（広島）：生産者
・「追加の費用がかかったが、
よい広報になると思ったので、
自社のシールに「見える化」ラ
ベルを組み込んだ。」との声

【フレスタ中筋店（広島市）】

【信濃屋六本木ヒルズ店】

「見える化」の広がり（事例）

【道の駅「あがの」】

つむぎて農園（愛知）：生産者
・農薬・肥料を一切使わない自然
栽培に取り組む生産者。

・地域の有機農業者とともに、地
元の無印良品にて「見える化」し
た野菜を販売。

【旅館「東栄館」ポスター】

青空ファーム（新潟）：生産者
・従前より環境に配慮した農業に取り組むASIAGAP取得農場。
地域環境、地球環境を守っていることを購買者に伝えたいと考え
ていたことから、「見える化」に参加。

・出荷先のECサイトのほか、道の駅、旅館（観光）、パックごはん
（タンパク質調整食品）等様々な業態・形態で「見える化」のコ
メを取り扱ってもらうよう働きかけ。
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・これまで環境配慮に取り組んだ生産を行ってきたので、わかりやすく伝えることができ、生産者の自信につながった。（生産者）

・地域環境、地球環境を守っていることが定量的に販売者にも伝わり、説明しやすい。また、星を増やすにはどのような取組をすればよい
か考えるきっかけになった。（生産者）

・これまで見えなかった苦労が評価されて嬉しい。（生産者）

〇 実証参加者した生産者や販売者・小売事業者等からは前向きな評価。
〇 ラベルに関する意見も踏まえ、本格実施では、新しいラベルデザインを採用予定。

生産者

販売者・小売事業者

ラベルに関する意見
・ラベルの内側が白いと使いづらい（小売事業者）、デザインが全体的に古い印象（生産者）

・ラベルを貼ってから売り上げが前年比113％になった。お客様からも、こういった取組があると安心して買い物が出来るとの声をいただい
た。（販売者）

・価格が１～２割高めでも、環境に良いと分かるとお客様に買ってもらえることがあった。（小売事業者）

・同じ銘柄・値段の米で比較すると、ラベルがある方が徐々に売上が多くなった。（小売事業者）

教育機関
・環境への配慮に気付くよい機会になった。三つ星の評価を受けたことは学生たちの大きな励みになり、苦労が報われた。（教育者）

・味だけでなく、環境にも優しいことをアピールしたい。（生徒）

実証参加者の声

← これまでの実証用ラベル
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〇 算定シートを使用し、生産者の栽培データに基づき評価、ラベル表示をした農産物について、店頭・オンライン販売で実証を
行い、アンケート調査を行った。（回収件数は、297件。令和５年８月２日～令和6年１月16日時点で57社で実施。）

〇 「見える化」ラベルの付いた農産物への印象、取り扱う店舗等への印象については、「やや良い印象」「良い印象」「非常に良
い印象」が高く、令和４年度実証のアンケート結果と同様の傾向。

〇 買ってみたい場所については、「普段利用するスーパーマーケット」「道の駅などの直売所」が高く、日々の買い物において購
入しやすい環境が望まれていると考えられる。

82.2

18.5

18.5

55.6

20.2

13.5

16.5

3.0

0% 20% 40% 60% 80%100%

普段利用するスーパーマーケット 

百貨店

環境配慮農産物の専門店 

道の駅などの直売所 

オンラインストア 

外食店舗 

ふるさと納税の返礼品 

その他

※回答者は購入者＋非購入者

買ってみたい場所 a
設問：どのような場所で売っていたら買ってみたい
ですか。（複数回答）(n=297)

56%
34%

5%

4% 1%

非常に良い印象 良い印象
やや良い印象 どちらでもない
あまり良い印象ではない

店舗への印象 a
設問：このような「お店」への印象はいかが
でしたか。(n=297)

95％が好印象

58%30%

7%

4% 1%

非常に良い印象 良い印象
やや良い印象 どちらでもない
あまり良い印象ではない

農産物への印象 a
設問：ラベルの表示を見て、温室効果ガスを
削減する取組を行いながら栽培している農産物
の印象はいかがでしたか。(n=297)

95％が好印象

男性46.1% 女性51.2%

無回答2.7%

20代
10.1%

30代
12.1%

40代
14.1%

50代
35.7%

60代
15.5%

70代以上
9.8%

回答者の属性  (n=297) a

令和５年度実証のアンケート結果
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〇 「#サステナアクション」のイベントにおいて、農林水産省担当者と「見える化」実証に取り組む生産者のトークセッション等を
行い、食や料理、ライフスタイルに関心のあるインフルエンサーへ訴求。

〇 インフルエンサー独自の視点による発信を通じ、フォロワー（投稿を見る人）に訴求。

りこぴんさん（アカウント名：＠rikopin_tomato925）
“環境のために取り組んでいる農家さんへの感謝と敬意をもち、これからも温室効果ガス削減のシールがついた農産物を見つけたら
積極的に取り入れようと思いました！” “できることから少しづつでも未来に繋がる行動を普段からもっと取り組んでいきたいです”

彩ごはんさん（アカウント名：＠
aya.nanan）“今後は温室効
果ガスのシールが付いた農産物
を見つけて購入していきたい”

https://www.instagram.com/p/Cz0sD 
SSm7H/

https://www.instagram.com/p/C0GgIcmO_3A/

Kaeさん（アカウント名：
@kae0904）
“これからはスーパーにいった
らこの「温室効果ガス削減」
のシールも意識して手に取
りたいなと思いました”
https://www.instagram.com/p/Cz
7zqGoyNds/

関心を持った人に対して、コメント
欄で「今後増えていくみたいです」と
追加コミュニケーションも実施

未来のためにサステナブルの活動をしている／したい
イベント前30％→イベント後100%

参考：インフルエンサーによる発信
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